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令和８年度進行管理　戦略点検シート
◎基本政策 ５　環境の保全と快適で安全なまちづくり

主要課題 No. 48 災害時の要配慮者への支援

●４年後の目指す姿・計画期間の方向性●
主要課題の戦略シートで設定している「4年後の目指す姿」と「計画期間の方向性」を転記

しています。

４年後
の目指
す姿

　災害発生時における避難所での生活において、一般の避難所で過ごすことに困難を伴う要
配慮者に対し、必要な支援が行き届き、避難生活環境が整備されている。

計画期
間の方
向性

〇災害時要支援者の避難支援体制の強化
　避難行動要支援者名簿の登録を促進するとともに、関係団体等との連携により、災害時要支援者の
安否確認や避難誘導など、適切な支援体制を構築します。また、外国人居住者を含む全ての人が正確
な情報を取得し、適切な避難行動につながるよう、周知・啓発に取り組みます。

〇福祉避難所等の拡充・環境整備
　区内の社会福祉施設との連携・協力により、福祉避難所の拡充を図るとともに、災害時における福
祉避難所への直接の避難に向け、受入体制や運営の事前調整を進めていきます。また、福祉避難所等
での避難生活環境の向上のため、備蓄物資の拡充に取り組みます。

事業名称 所管課 事業の持つ役割 事業費(千円)

事業費（令和7年度）　上段：実績　下段：当初予算

1　どのような事業で何をしたか（実績）
戦略シートの課題の解決手段として紐づけた計画事業について、「何をしたか」「何がどうなっ

たか」を記しています。

防災危機管理課
避難行動要支援者に対する適切な支援体
制を整備する。

22,635千円

(34,523千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

避難行動要支援者名簿の登録 人 4,161 4,092 3,915 3,910

避難行動要支援者名簿外部提供の同意 人 2,110 2,006 1,922 1,831

個別避難計画の作成 人 1,524 1,615 1,510 1,489

感震ブレーカーの配付 件 21 40 34 22

R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

168

災害対策本部機能等の強化 防災危機管理課
在住外国人等に対し、適切に災害情報を
伝達する環境を整備する。

153,320千円

(163,226千円)

主な取組実績 単位

173

避難行動要支援者の支援

R5(2023) 　防災情報一斉通知アプリは令和６年２月に防災アプリに機能を統合しました。

R7(2025)
　区から発信する防災情報について、防災ポータルを５か国語から131か国語へ対応言語を増やし、外
国人に対する情報取得の充実に努めました。

174

福祉避難所の整備・拡充
福祉政策課・防災
危機管理課

災害時に避難所で生活することが著しく
困難な人の受入体制を構築する。

1,804千円
(848千円)

R8(2026) R9(2027)

福祉避難所の指定箇所 箇所 25 26 25 26

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025)

福祉避難所開設キットの配備 箇所 25 26 25 26

福祉避難所開設運営訓練参加者数 人 41 27 38 44

R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)175

妊産婦・乳児救護所の体制整
備

防災危機管理課
災害時における妊婦、乳児及びその母親
等の避難生活を支援する。

4,666千円

(4,771千円)

主な取組実績 単位

関係団体意見交換会 回 1 1 1 0

妊産婦・乳児救護所開設訓練参加者数 人 107 14 29 56

　令和７年度の妊産婦・乳児救護所の関係団体意見交換会については、８年度前半に延期となりました。

●特記事項（実績の補足）

R6(2024)

　防災用品配付事業では、「文の京そなえて安心BOOK」をやさしい日本語に配慮した内容とするとと
もに、専用の特設サイトにおいて10か国語、コールセンターにおいて22言語に対応し、外国人に対す
る、丁寧な情報発信に努めました。



【ＳＤＧｓの視点】

２　社会ではどのような動きがあったか

　　（社会環境等の変化）

人口の増減や、国や都の動きなど、主要課題の背景に関して「何があったか」「今後予想さ

れる」等の社会の変化を捉えています。

チェック チェック項目

有 主要課題に関連する法改正があった（今後、法改正がある）

無 主要課題に影響を及ぼす変化等があった（今後、変化等の可能性がある）

　災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）として活動する人材登録の仕組みを整備する内容などを盛り込んだ、社会福
祉法等の一部を改正する法律が令和８年６月25日に公布されました。

３　成果や課題は何か（点検・分析）
1と２に基づき、計画期間の方向性ごとに「課題解決にどのような成果があったか」「成果が出ない

要因は何か」「新たな課題が生じてないか」などを点検・分析します。

　避難行動要支援者名簿の登録者に対し、制度の周知や個別避難計画作成の勧奨を行い、約1,500名が個別計画を
作成しています。また、支援者である町会・自治会および民生委員・児童委員による、平常時からの見守り援助
体制の構築について、文京区社会福祉協議会の協力を得ながら検討するなど、避難支援体制の強化に取り組みま
した。今後も、高齢者あんしん相談センター等との連携による丁寧な制度周知とともに、実効性の高い制度運用
が求められます。
　さらに、妊産婦・乳児救護所の開設訓練を実施するとともに、大学主催のイベント等において、妊産婦や乳児
の防災対策について周知啓発を行いました。今後も、大学との連携強化に努め、円滑な妊産婦・乳児救護所の開
設・運営につなげていく必要があります。

〇福祉避難所等の拡充・環境整備

〇災害時要支援者の避難支援体制の強化

　地域の支援者との連携の下、避難行動要支援者の支援体制を構築しています。

　地域の支援者との連携の下、避難行動要支援者の支援体制を構築しています。
　避難行動要支援者が必要な相談や支援を受けることが出来る避難先を拡充し、避難行動要支援者が
避難生活を送る上でより良好な生活環境を確保するため、新たに１施設と福祉避難所の協定を締結し
ました。

　避難行動要支援者の避難先の拡充に向け、新たに１施設と福祉避難所の協定を締結しました。また、福祉避難
所への直接避難については、個別避難計画を策定している等の基準を満たす方に対して、意向調査を行うととも
に、福祉避難所との調整を行い、避難行動要支援者の円滑な避難の取り組みを進めています。

●避難行動要支援者名簿の登録状況及び
　個別避難計画の作成状況

●福祉避難所設置箇所数及び受け入れ可能人数

　地域の支援者との連携の下、避難行動要支援者の支援体制を構築しています。
　避難行動要支援者の生命の安全と生活支援を円滑に行える体制を構築するため、福祉避難所開設・
運営訓練を２施設で行い、災害発生時の施設従事者等の対応力を高めるとともに、福祉避難所につい
ての理解促進を図っています。
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　避難行動要支援者については、引き続き名簿登録に対する制度の理解促進や定期的な勧奨を行い、同意方式名
簿のうち、個別計画作成の割合を増加させる必要があります。また、文京区避難行動要支援者避難支援プラン
（全体計画）の改訂について検討に着手し、実情に合った適切な支援体制を構築します。さらに、妊産婦・乳児
救護所の開設・運営訓練を継続的に実施するとともに、地域防災計画に基づき、今後も、災害時における要配慮
者や女性、LGBTQ当事者等への対応強化に努めます。
　要支援者も含め、災害に関するわかりやすい情報提供の仕方について検討していきます。
　福祉避難所については、関係部署が連携の上、運営マニュアルの改善や備蓄物資の充実により環境整備を図る
とともに、施設数を拡充していきます。加えて、一般避難所から福祉避難所への円滑な避難を行うための訓練を
実施します。

４　今後どのように進めていくか（展開）
３を踏まえ、「何の対応が必要か」「何をどのようにしていくか」など、今後の戦略としての進め

方を記しています。


